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議第４０号

　（総　則）

第１条　平成２９年度高山市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１） 給 水 件 数 ３３，０００ 件

　（２） 年 間 総 給 水 量 １２，５７０，０００ ㎥

　（３） 一 日 平 均 給 水 量 ３４，４３８ ㎥

　（４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業 費 １，０６９，６９４ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　　入　

　第１款　水　道　事　業　収　益 ２，１７５，２００ 千円

　　第１項　営　業　収　益 １，８０２，６２０ 千円

　　第２項　営　業　外　収　益 ３７２，５８０ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出　

　第１款　水　道　事　業　費　用 １，８７０，４００ 千円

　　第１項　営　業　費　用 １，６６６，２２４ 千円

　　第２項　営　業　外　費　用 １９４，１７６ 千円

　　第３項　予　備　費 １０，０００ 千円

平成２９年度　高山市水道事業会計予算



　金３４３，４７７千円で補てんするものとする。）。

　第１款　資　本　的　収　入 ４６０，２００ 千円

　　第１項　工　事　負　担　金 ４０，２００ 千円

１２０，０００ 千円

３００，０００ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第１款　資　本　的　支　出 １，５４５，２００ 千円

　　第１項　建　設　改　良　費 １，０６９，６９４ 千円

　　第２項　企　業　債　償　還　金 ４７５，５０６ 千円

　（資本的収入及び支出）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１,０８５，００

　０千円は、当年度分損益勘定留保資金７０６，８２０千円、当年度分消費税資本的収支調整額３４，７０３千円及び減債積立

　　第３項　企　業　債

　　第２項　県　補　助　金

　（企　業　債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利率

原水及び浄水施設費、配水
施設拡張費及び施設改良費

３００，０００千円
普通貸借又は

証 券 発 行

  ４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、借入先と協定し、その条件に
従うものとする。ただし、企業財
政の都合により、据置期間及び償
還期限を短縮し、もしくは、繰上
償還又は低利に借換えすることが
できる。

償還の方法



　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　（１）消　費　税

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　（１）職　員　給　与　費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、３１，０００千円と定める。

　　　平成２９年２月２８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　高山市長　　　國　島　　芳　明

１９４,５９８
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（単位：千円）

 1. 水道事業収益 2,175,200 [内　消費税額　132,401]

 1. 営業収益 1,802,620 [内　消費税額　132,397]

 1. 給水収益 1,780,000 水道料金

 2. その他営業収益 22,620 給水収益以外の営業収益

 2. 営業外収益 372,580 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 預金等の利息

 2. 長期前受金戻入 184,670 長期前受金の収益化

 3. 雑収益 182,900 水道事業負担金等

平成２９年度　高山市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 水道事業費用 1,870,400 [内　消費税額　41,402]

 1. 営業費用 1,666,224 [内　消費税額　40,661]

 1. 原水及び浄水費 456,852 原水の取水設備、浄水設備及び計量設備の維持管理に要する費用

 2. 配水及び給水費 172,206 配水管、配水に係る設備、給水設備、量水器の維持管理及び漏水

防止作業に要する費用

 3. 総係費 145,576 料金の調定、収納及び検針その他の事務に要する費用並びに事業

全般に要する費用

 4. 減価償却費 868,790 固定資産の減価償却費

 5. 資産減耗費 22,700 有形固定資産除却費及びたな卸資産減耗費

 6. その他営業費用 100 材料売却原価等

 2. 営業外費用 194,176

 1. 支払利息及び企業債 139,826 企業債利息等

取扱諸費

 2. 消費税 54,000

 3. 雑支出 350 不用品売却原価等

 3. 予備費 10,000 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的収入 460,200 [内　消費税額　1,644]

 1. 工事負担金 40,200 [内　消費税額　1,644]

 1. 工事負担金 40,200 建設又は改良工事に対する負担金

 2. 県補助金 120,000

 1. 県補助金 120,000

 3. 企業債 300,000

 1. 企業債 300,000

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考



（単位：千円）

 1. 資本的支出 1,545,200 [内　消費税額　69,078]

 1. 建設改良費 1,069,694 [内　消費税額　69,078]

 1. 原水及び浄水施設費 254,812

 2. 配水施設拡張費 103,721

 3. 施設改良費 689,161

 4. 営業設備費 4,000

 5. 有形固定資産購入費 18,000

 2. 企業債償還金 475,506

 1. 企業債償還金 475,506

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

支　　　　　　　　出



１．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　当年度純利益 267,801

　　減価償却費 868,790

　　固定資産除却費 21,700

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,100

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 135

　　長期前受金戻入 △ 184,670

　　受取利息及び配当金 △ 5,010

　　支払利息及び企業債取扱諸費 139,826

　　未収金の増減額（△は増加） △ 6,099

　　未払金の増減額（△は減少） 41,363

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 2,096

　　小計 1,147,032

　　利息及び配当金の受取額 5,010

　　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 139,826

　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,012,216

平成２９年度高山市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）



２．投資活動によるキャッシュ･フロー 千円

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,000,616

　　工事負担金等による収入 149,667

　投資活動によるキャッシュ･フロー △ 850,949

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 300,000

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 475,506

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 175,506

　資金増減額 △ 14,239

　資金期首残高 2,566,494

　資金期末残高 2,552,255



特別職 一般職

人 （-）人

4       18

（-）　

0        7

（-）　

4       25

（-）　

4       19

（-）　

0        7

（-）　

4       26

（-）　

0 △ 1

（-）　

0 0

（-）　

0 △ 1

給  　　　　　　与  　　　　　　費
法 定 福 利 費 合     計 備     考

　給　　与　　費　　明　　細　　書

職　員　数
区　  　　分

１．総　　括

報    酬 給    料 手    当 計

千円 千円

8,537

33,666

9,224 50,322

14,211 41,368

千円 千円

25,129 144,693119,56441,171

55,382 194,598

27,295 151,122

49,905

0

△ 2,853 △ 6,846

千円 千円

管理職員特
別勤務手当

勤勉手当 寒冷地手当

81,861 41,856 123,827

0

160,932

△ 685 △ 4,263

扶養手当

108,469

26,608 14,490 41,098

△ 3,029 △ 964 △ 3,993

　（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外数で表示。

期末手当管理職手当
時間外勤務
手　　　当

通勤手当

56,346 164,925 36,519 201,444

本
 
年
 
度

110 78,283

110 105,440

資本勘定支弁職員

合　　　計

損益勘定支弁職員

0 27,157

千円 千円

住居手当

1,982

16,425

千円

0△ 1,242 △ 361 △ 91 0 △ 432

24

1,566 1,966 3,488 1,449

5,196 324 1,605 3,397 1,449

千円 千円 千円

549 △ 279 270 △ 687 △ 417

△ 3,578 △ 2,166 △ 6,429

959 △ 259

25,671 15,466 24

千円

25,239 1,723

千円 千円

区    　  分

本   年   度

前   年   度

比    　  較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

0

110

110

手 当 の 内 訳

0

前
 
年
 
度

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　計

462

4,734



千円 千円 千円

給     料 △ 3,029  1.給与改定に伴う増減分 90 90   給与改定の状況

  　前  年  度   給料の改定率   　 0.17％

 　　　 　　　   給与の改定実施月  　 4月

   

 2.昇給に伴う増加分 1,446 1,446

 3.その他の増減分 △ 4,565

△ 4,565

手     当 △ 964  1.制度改正に伴う増減分 1,195 扶養手当 252
勤勉手当 943

 2.その他の増減分 △ 2,159 扶養手当 210
住居手当 △ 1,242
通勤手当 △ 361
時間外勤務手当 △ 91
期末手当 △ 432
勤勉手当 16
寒冷地手当 △ 259

職員異動給料差等

２．給料及び手当の増減額の明細

区     分 増 減 額  増  減  事  由  別  内  訳 説        明 備　　　　　　　　考



平成29年4月1日現在

平成28年4月1日現在

（２）　初　任　給 

高　　 　校　 　　卒 146,100

大　 　　学　 　　卒 178,200

平 均 年 齢　       （歳）

平 均 給 料 月 額　 （円）

平 均 給 与 月 額　 （円）

３．給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

区                         分 備              考企 業 職

45.19

349,816

378,388

46.00

一 般 会 計 の 制 度
区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額　 （円）

一 般 行 政 職 (円)
備　　　　　　　　考企  業　職 　(円)

平 均 給 与 月 額　 （円）

平 均 年 齢　       （歳）

346,438

374,846

178,200

146,100



( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

 　 ( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

( － )

区　　　　　　　　分 7級

（３）　級　別　職　員　数

企　　　　業　　　　職
区　　　　　　　　分

級 職員数 (人) 構成比 (%)

7級 1 4.0 ( － )

備　　　　　　 考

5級 5 20.0 ( － )

6級 1 4.0 ( － )

3級 1 4.0 ( － )

4級 16 64.0 ( － )

1級 0 0.0 ( － )

2級 1 4.0 ( － )

計 25 100.0 ( － )

6級 1 3.8 ( － )

7級 1 3.8 ( － )

4級 19 73.2 ( － )

5級 3 11.6 ( － )

備　　　考

 　　　（級別の標準的な職務内容）

計 26 100.0 ( － )

1級

3級 1 3.8 ( － )

2級 1 3.8 ( － )

平成29年4月1日現在

平成28年4月1日現在

主  事　補企　　業　　職 部      長 課      長 主      幹

6級 5級 4級

0 0.0 ( － )

　（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る職員数及び構成比を外数で表示。

主      査 主      任 主      事

3級 2級 1級



企　業　職 備　　  　　考

25

19

 1号給(人) 2

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 13

 5号給(人) 0

 6号給(人) 3

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

76.0

26

22

 1号給(人) 1

 2号給(人) 0

 3号給(人) 0

 4号給(人) 16

 5号給(人) 0

 6号給(人) 4

 7号給(人) 0

 8号給(人) 1

84.6

（４）　昇　給　

 　 職    員    数（Ａ）（人）

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

本　　年　  度
号 給 数 別 内 訳

前　　年　  度

 　 昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

 　 比　率    （Ｂ）／（Ａ） (%)

 　 職    員    数（Ａ）（人）

号 給 数 別 内 訳



区　　  　　分
最高限度

　　　　(月分）

支   給   率　  (%)

支給対象職員数  (人)

（７）　地域手当

（５）　期末手当・勤勉手当

支  給  期  別  支  給  率 支  給  率  計 職制上の段階、職務の
区　  　　分 備　　　　考

（ 月  分 ） 級等による加算措置6月（月分） 12月（月分）

（2.20）

4.20
有

－ －支    給    率    等

（2.25）

4.30
有

前 年 度
（1.025）

2.025

（1.175）

2.175

本 年 度
（1.05）

2.075

（1.2）

2.225

定 年 前 早 期 退 職 特 例
措置（2％～45％加算）

－

一 般 会 計 の 制 度
（1.05）

2.075

（1.2）

2.225

　（注）　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率を表示。

（2.25）

4.30

20年勤続の者
　　　　(月分）

有

25年勤続の者
　　　　(月分）

35年勤続の者
　　　　(月分）

（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 その他の加算措置等 備　　　　　考

－－

－

25.55625 34.5825

－

一般会計の制度 (支給率等) 49.59 49.59



区　　  　　分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

（８）　特殊勤務手当

区              分 全      職      種 備　　　　　　　　　　　　　　　考

給料総額に対する比率 (%) －

支 給 対 象 職 員 の 比 率 (%) －

（９）　その他の手当

同　　　じ  

代表的な特殊勤務手当の名称

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

同　　　じ

同　　　じ



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,184,468
　　ロ　建物 1,396,441
　　　　減価償却累計額 △ 718,934 677,507
　　ハ　構築物 34,136,876
　　　　減価償却累計額 △ 16,478,959 17,657,917
　　ニ　機械及び装置 6,225,073
　　　　減価償却累計額 △ 4,835,596 1,389,477
　　ホ　車両運搬具 16,499
　　　　減価償却累計額 △ 3,363 13,136
　　ヘ　工具、器具及び備品 54,259
　　　　減価償却累計額 △ 48,045 6,214
　　ト　建設仮勘定 525,410
　　　有形固定資産合計 21,454,129
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 1,785
　　ロ　施設利用権 27
　　　無形固定資産合計 1,812
　　　固定資産合計 21,455,941
２．流動資産
（１）現金・預金 2,552,255
（２）未収金 204,713
　　　貸倒引当金 △ 12,914 191,799
（３）貯蔵品 6,342
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,751,396
　　　資産合計 24,207,337

平成２９年度高山市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（平成３０年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 6,363,263
（２）引当金
　　イ　修繕引当金 4,000
　　　固定負債合計 6,367,263
４．流動負債
（１）企業債 470,530
（２）未払金 388,338
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 11,977
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 871,845
５．繰延収益
（１）長期前受金 8,922,351
　　　長期前受金収益化累計額 △ 4,357,745
　　　繰延収益合計 4,564,606
　　　負債合計 11,803,714

６．資本金
（１）資本金 9,821,711
　　　資本金合計 9,821,711
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,113,979
　　ロ　建設改良積立金 834,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 611,278
　　　利益剰余金合計 2,559,354
　　　剰余金合計 2,581,912
　　　資本合計 12,403,623
　　　負債資本合計 24,207,337

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



１．営業収益 千円 千円 千円

　（１）給水収益 1,648,148

　（２）その他営業収益 22,826 1,670,974

２．営業費用

　（１）原水及び浄水費 416,093

　（２）配水及び給水費 135,724

　（３）総係費 150,207

　（４）減価償却費 865,398

　（５）資産減耗費 42,980

　（６）その他営業費用 96 1,610,498

　　　営業利益 60,476

３．営業外収益

　（１）受取利息及び配当金 5,010

　（２）長期前受金戻入 184,280

　（３）雑収益 184,436 373,726

平成２８年度高山市水道事業予定損益計算書（前年度分）

　（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）



４．営業外費用 千円 千円 千円

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 151,878

　（２）雑支出 350 152,228 221,498

　　　経常利益 281,974

５．予備費

　（１）予備費 9,259 9,259 △ 9,259

　　　当年度純利益 272,715

　　　前年度未処分利益剰余金 0

　　　その他の未処分利益剰余金変動額 277,309

　　　当年度未処分利益剰余金 550,024



１．固定資産 千円 千円 千円 千円
（１）有形固定資産
　　イ　土地 1,183,468
　　ロ　建物 1,383,427
　　　　減価償却累計額 △ 688,286 695,141
　　ハ　構築物 33,339,334
　　　　減価償却累計額 △ 15,858,853 17,480,481
　　ニ　機械及び装置 6,216,472
　　　　減価償却累計額 △ 4,752,709 1,463,763
　　ホ　車両運搬具 6,486
　　　　減価償却累計額 △ 6,163 323
　　ヘ　工具、器具及び備品 51,481
　　　　減価償却累計額 △ 47,951 3,530
　　ト　建設仮勘定 516,952
　　　有形固定資産合計 21,343,658
（２）無形固定資産
　　イ　水利権 2,115
　　ロ　施設利用権 42
　　　無形固定資産合計 2,157
　　　固定資産合計 21,345,815
２．流動資産
（１）現金・預金 2,566,494
（２）未収金 198,614
　　　貸倒引当金 △ 11,814 186,800
（３）貯蔵品 8,438
（４）その他流動資産 1,000
　　　流動資産合計 2,762,732
　　　資産合計 24,108,547

平成２８年度高山市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（平成２９年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



３．固定負債 千円 千円 千円 千円
（１）企業債 6,533,793
（２）引当金
　　イ　修繕引当金 4,000
　　　固定負債合計 6,537,793
４．流動負債
（１）企業債 475,506
（２）未払金 346,975
（３）引当金
　　イ　賞与等引当金 11,842
（４）その他流動負債 1,000
　　　流動負債合計 835,323
５．繰延収益
（１）長期前受金 8,783,184
　　　長期前受金収益化累計額 △ 4,183,575
　　　繰延収益合計 4,599,609
　　　負債合計 11,972,725

６．資本金
（１）資本金 9,544,402
　　　資本金合計 9,544,402
７．剰余金
（１）資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 22,558
　　　資本剰余金合計 22,558
（２）利益剰余金
　　イ　減債積立金 1,184,741
　　ロ　建設改良積立金 834,097
　　ハ　当年度未処分利益剰余金 550,024
　　　利益剰余金合計 2,568,862
　　　剰余金合計 2,591,420
　　　資本合計 12,135,822
　　　負債資本合計 24,108,547

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部



注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法　　　　　　　　　　　

(1) 有形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・主な耐用年数

　　建物 １５～５０年

　　構築物 ４０年

　　機械及び装置 １０～１５年

　　車両運搬具 ４～５年

　　工具、器具及び備品 ５～１５年

(2) 無形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・主な耐用年数

　　水利権 ２０年

２　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　　職員の退職手当は、高山市一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与等引当金

　　職員の期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に

　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(3) 貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒懸念債権等の回収不能見込額を計上している。



３　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、高山市

　一般会計が負担すると見込まれる額は１,７９２,７２８千円である。

２　引当金の取崩し

(1) 賞与等引当金の取崩し

　　当年度において、期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る共済組合負担金を支出するため、賞与等引当金１１,８４２

　千円を取崩す。



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業収益 2,175,200 2,160,700 14,500 [内　消費税額　132,401]

 1. 営業収益 1,802,620 1,803,440 △820 [内　消費税額　132,397]

 1. 給水収益 1,780,000 1,780,000 0  1. 水道料金 1,780,000

 2. その他営業収益 22,620 23,440 △820  1. 手数料 2,410 工事検査手数料 1,220

再開栓手数料 1,180

指定工事店手数料 10

 2. 他会計負担金 20,110 水利施設維持管理負担金 7,260

下水道使用料事務負担金 7,390

農業集落排水使用料事務負担金 830

管理事務費負担金 4,630

 3. 雑収益 100

 2. 営業外収益 372,580 357,260 15,320 [内　消費税額　4]

 1. 受取利息及び配当金 5,010 5,010 0  1. 預金利息 5,000

 2. 貸付金利息 10

 2. 長期前受金戻入 184,670 184,280 390  1. 長期前受金戻入 184,670

 3. 雑収益 182,900 167,970 14,930  1. 不用品売却収益 50

 2. その他雑収益 182,850 水道事業負担金等 182,850

比　　較前　年　度本　年　度目

平成２９年度　高山市水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　入

項款 説　　　　　明
節

区 分



（単位：千円）

金　　額

 1. 水道事業費用 1,870,400 1,865,600 4,800 [内　消費税額　41,402]

 1. 営業費用 1,666,224 1,649,372 16,852 [内　消費税額　40,661]

 1. 原水及び浄水費 456,852 447,257 9,595  1. 給料 13,401 企業職　 ３人

 2. 手当 4,454 扶養手当 240

通勤手当 110

時間外勤務手当 422

期末手当 2,125

勤勉手当 1,328

寒冷地手当 229

 3. 賞与等引当金繰入額 1,958

 5. 報酬 110 水源地域保全審議会委員報酬 ４人

 6. 法定福利費 3,908 共済組合負担金 3,908

 7. 旅費 175 費用弁償 175

 8. 退職給付費 2,011 職員退職手当基金積立負担金 2,011

 12. 備消品費 70 消耗品費 70

 13. 燃料費 340 自動車用燃料費 340

 19. 委託料 388,490 水質検査等委託料 20,880

指定管理業務委託料 367,610

 20. 手数料 2,150 汚泥処理等手数料 2,100

検査手数料 50

 21. 賃借料 1,419 土地借上料 416

自動車借上料 870

電算機器等借上料 133

 22. 修繕費 38,100 機械修繕費 10,000

浄水場等施設修繕費 28,000

自動車修繕費 100

 33. 負担金 256 丹生川ダム施設管理負担金 256

区 分

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明



金　　額

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 2. 配水及び給水費 172,206 140,446 31,760  1. 給料 32,749 企業職　 ８人

 2. 手当 12,804 扶養手当 1,200

通勤手当 330

時間外勤務手当 1,145

期末手当 5,351

勤勉手当 3,286

寒冷地手当 532

児童手当 960

 3. 賞与等引当金繰入額 4,896

 6. 法定福利費 9,460 共済組合負担金 9,460

 8. 退職給付費 4,913 職員退職手当基金積立負担金 4,913

 12. 備消品費 2,500 消耗品費 2,250

工事用消耗器材費 250

 13. 燃料費 650 自動車用燃料費 650

 16. 印刷製本費 300

 19. 委託料 33,350 量水器取替業務等委託料 33,350

 20. 手数料 90 自動車点検手数料 90

 21. 賃借料 2,184 土地借上料 464

自動車借上料 1,697

機械器具借上料 23

 22. 修繕費 66,200 量水器修繕費 28,000

配水管等修繕費 38,000

自動車修繕費 200

 29. 材料費 2,000 工事用材料費 1,300

庫出材料費 700

 30. 補償金 100

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 総係費 145,576 153,191 △7,615  1. 給料 32,133 企業職 ７人

 2. 手当 15,938 扶養手当 2,124

住居手当 324

通勤手当 396

時間外勤務手当 1,003

説　　　　　明款 項 目
区 分

本　年　度 前　年　度 比　　較
節



管理職手当 1,449

管理職員特別勤務手当 24

期末手当 5,386

勤勉手当 3,657

寒冷地手当 495

児童手当 1,080

 3. 賞与等引当金繰入額 5,123

 6. 法定福利費 9,799 共済組合負担金 9,799

 7. 旅費 200 普通旅費 200

 8. 退職給付費 4,820 職員退職手当基金積立負担金 4,820

 12. 備消品費 1,500 消耗品費 1,500

 16. 印刷製本費 3,400

 17. 通信運搬費 4,300 郵便料 4,300

 19. 委託料 57,120 検針委託料 34,500

電算委託料 3,400

機械器具保守点検等委託料 4,620

当番業務委託料 8,100

給水申請業務委託料 6,500

 20. 手数料 3,970 口座振替手数料 3,950

諸手数料 20

 21. 賃借料 3,365 機械器具借上料 3,365

 30. 補償金 100

 31. 研修費 200

 33. 負担金 350 日本水道協会負担金 335

下切町町内会負担金 15

 34. 保険料 1,788 自動車保険料 223

損害賠償任意保険料 661

火災保険料 523

検針員傷害保険料 381

 36. 貸倒引当金繰入額 1,400

 38. 雑費 70 公租公課費 20

その他雑費 50

 4. 減価償却費 868,790 865,398 3,392  1. 有形固定資産減価償 868,445 建物 30,648

却費 構築物 678,386



金　　額

機械及び装置 159,317

工具、器具及び備品 94

 2. 無形固定資産減価償 345 水利権 330

却費 施設利用権 15

 5. 資産減耗費 22,700 42,980 △20,280  1. 固定資産除却費 21,700 構築物 13,520

機械及び装置 8,030

車両運搬具 150

 2. たな卸資産減耗費 1,000

 6. その他営業費用 100 100 0  1. 材料売却原価 50

 2. 雑支出 50

 2. 営業外費用 194,176 206,228 △12,052

 1. 支払利息及び企業債取 139,826 151,878 △12,052  1. 企業債利息 138,826

扱諸費  2. 借入金利息 1,000

 2. 消費税 54,000 54,000 0  1. 消費税 54,000

 3. 雑支出 350 350 0  1. 不用品売却原価 50

 2. その他雑支出 300

 3. 予備費 10,000 10,000 0 [内　消費税額　741]

 1. 予備費 10,000 10,000 0

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的収入 460,200 353,900 106,300 [内　消費税額　1,644]

 1. 工事負担金 40,200 48,800 △8,600 [内　消費税額　1,644]

 1. 工事負担金 40,200 48,800 △8,600  1. 工事負担金 40,200 配水管増強工事負担金 15,000

下水道等工事負担金 18,000

未給水地区解消工事負担金 6,000

消火栓設置負担金 1,200

 2. 県補助金 120,000 0 120,000

 1. 県補助金 120,000 0 120,000  1. 県補助金 120,000

 3. 企業債 300,000 300,000 0

 1. 企業債 300,000 300,000 0  1. 企業債 300,000 上水道事業債 300,000

国庫補助金 0 5,100 △5,100

国庫補助金 0 5,100 △5,100

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

資本的収入及び支出

収　　　　　　　入

款 項 目 本　年　度 前　年　度



（単位：千円）

金　　額

 1. 資本的支出 1,545,200 1,553,300 △8,100 [内　消費税額　69,078]

 1. 建設改良費 1,069,694 1,059,836 9,858 [内　消費税額　69,078]

 1. 原水及び浄水施設費 254,812 442,233 △187,421  1. 給料 7,554 企業職　 ２人

 2. 手当 4,861 扶養手当 504

通勤手当 435

時間外勤務手当 255

期末手当 1,817

勤勉手当 1,117

寒冷地手当 178

児童手当 555

 6. 法定福利費 2,433 共済組合負担金 2,433

 8. 退職給付費 1,134 職員退職手当基金積立負担金 1,134

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 25,000 設計等委託料 25,000

 25. 工事請負費 212,800 取水浄水施設等改良工事費

 30. 補償金 700

 38. 雑費 30 その他雑費 30

 2. 配水施設拡張費 103,721 114,034 △10,313  1. 給料 7,080 企業職　 ２人

 2. 手当 4,080 扶養手当 504

通勤手当 24

時間外勤務手当 191

期末手当 1,709

勤勉手当 1,046

寒冷地手当 126

児童手当 480

 6. 法定福利費 2,160 共済組合負担金 2,160

 8. 退職給付費 1,062 職員退職手当基金積立負担金 1,062

支　　　　　　　　出

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較
節

説　　　　　明
区 分



 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 13. 燃料費 20 自動車用燃料費 20

 16. 印刷製本費 200

 20. 手数料 89 自動車点検等手数料 89

 21. 賃借料 520 自動車借上料 520

 22. 修繕費 100 自動車修繕費 100

 25. 工事請負費 88,000 配水管増強工事費

未給水地区解消工事費

 30. 補償金 300

 38. 雑費 10 その他雑費 10

 3. 施設改良費 689,161 461,569 227,592  1. 給料 12,523 企業職　 ３人

 2. 手当 6,665 扶養手当 624

通勤手当 310

時間外勤務手当 381

期末手当 2,972

勤勉手当 1,855

寒冷地手当 163

児童手当 360

 6. 法定福利費 3,944 共済組合負担金 3,944

 8. 退職給付費 1,879 職員退職手当基金積立負担金 1,879

 12. 備消品費 100 消耗品費 100

 16. 印刷製本費 200

 19. 委託料 340 電算委託料 340

 21. 賃借料 180 機械器具借上料 180

 25. 工事請負費 663,200 配水管布設替工事費

消火栓改良工事費

 30. 補償金 100

 38. 雑費 30 その他雑費 30

 4. 営業設備費 4,000 4,000 0  1. 営業設備費 4,000 庫出量水器 4,000

 5. 有形固定資産購入費 18,000 38,000 △20,000  1. 土地購入費 1,000 浄水施設用地購入費 1,000

 2. 車両運搬具購入費 14,000 車両購入費 14,000



金　　額

 3. 工具、器具及び備品 3,000 給水器具等購入費 3,000

購入費

 2. 企業債償還金 475,506 493,464 △17,958

 1. 企業債償還金 475,506 493,464 △17,958  1. 元金償還金 475,506

比　　較
節

説　　　　　明
区 分

款 項 目 本　年　度 前　年　度




